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不動産鑑定士の年齢構成の変化への対応

並びに業務の「多様化」「専門化」及び

それらの社会発信に向けた取組み

資料４
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　　　　　　　不動産鑑定士の活躍が広がる　～不動産主体の鑑定評価から 『不動産を中核とした鑑定評価・資産評価』 へ～

　　　　　　　『価格競争による調達』の傾向を『価格（報酬）に専門知識及び技能の評価を加味した品質面で総合的に優れた調達』へ転換

不動産鑑定業者と鑑定評価の依頼者・利活用者とのWIN- WINの関係構築を目指す

　　　　　　　　　　　　　　　　認知度のさらなる向上（研修の見える化、他業界・士業・資格者・専門家との連携等）

　　　　　　　　　　　　　　②　若年層への認知度を高めるための施策

職業専門家として社会へ貢献する観点で不動産鑑定士の「使命」・「職責」の重みが増す

不動産鑑定評価（独占業務）の品質は、職業専門家である不動産鑑定士が提供する
高度な専門的知識及び技能並びにそれに見合う適正な報酬額により成り立つ

　　　　　　　　　　　　　　①　経済社会へ不動産鑑定士の多様な業務への対応実績や専門性を発信し、

２．「不動産鑑定業将来ビジョン―行動計画2015―」を踏まえた不動産鑑定業界の対応

不動産鑑定業将来ビジョン―行動計画2015―

業務の多様化（不動産鑑定士の新たな業務分野への対応）

　　　　　　　　　　　　　　①　ビックデータの不動産鑑定評価や多様な業務への活用

　　　　　　　　　　　　　　②　専門性の高い不動産鑑定評価及びコンサルティング業務の拡大

　　　　　　　　　　　　　　③　不動産以外の資産評価（動産、構築物、知的財産権等）

専門性の深化（業務分野拡大及び職能面での対応力向上）

　　　　　　　　　　　　　　①　研修制度の拡充（研修内容の充実、他団体との連携等による研修メニュー拡大）

　　　　　　　　　　　　　　②　自己研鑽の奨励

　　　　　　　　　　　　　　③　内部体制の整備と監視体制等へのさらなる取り組み

不動産鑑定士の「業務の多様化」「専門性」を社会への発信
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